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1.目的 

近年の災害の激甚化に伴い、洪水氾濫による災害

が頻繁に起こるようになった。こういった中、防災基

本計画 1)が修正され、市民が指定避難所に限らず安

全な場所に避難することや、ホテルや旅館を避難所

として活用することが書き加えられた。そのため、自

治体では想定される要避難者数の把握とそれに応じ

た避難の支援が必要であると考える。 

今回対象にしている佐賀市では指定避難所や洪水

浸水想定区域図を公表しているものの、要避難者数

の把握や要避難者が避難所に収容可能であるかにつ

いては明らかにしていない。しかし、公表されている

国勢調査に基づいた 250 メートルメッシュの人口デ

ータ 2)を用いて浸水域人口を求めたところ、佐賀市

の人口の約 9 割にあたる 21 万 6039 人であった。一

方で避難所の収容人数は 5 万 7000 人であるため、避

難所に避難するべき要避難者を把握して収容可能で

あるかを推計する必要がある。そこで本研究では垂

直避難を考慮した要避難者数の推計と指定避難所や

その他の施設を利用した場合の収容力の把握を目的

としている。 

2.内容 

2.1 手法 

（１） 想定している浸水区域 

本研究では水防法に基づいて作成された、国管理

河川（六角川・嘉瀬川・筑後川および牛津川・城原川

の一部区間）の洪水浸水想定区域図（想定最大規模）

3)を利用した。流域ごとに作成されているため、区域

が重複する地域については浸水深が大きい区域を採

用している（図 1）。 

（２） 要避難者数の推計方法 

 建物の高さが浸水深より高い建物に居住している

場合、垂直避難が可能であるとした。したがって、垂

直避難ができず、床上浸水する建物の居住者を要避

難者として、小学校区ごとに避難者数を集計した。 

（３） 避難所や建物の収容可否の把握 

 その他の建物については避難所に指定されていな

い、学校の体育館 4)や公共の交流施設 5)を利用するこ

とを仮定し、収容人数は佐賀市の避難所収容人数 6)

に基づいて算出した。また、ホテルや旅館については

佐賀市観光協会が公表している施設 7)を利用する。

この収容人数と要避難者数を比較することで小学校

区ごとに指定避難所及びその他の建物の収容力を把

握する。 

図 1 佐賀市の洪水浸水想定区域 

2.2 結果 

ポイントデータ 8)を用いた佐賀市での浸水域人口

は 20 万 5607 人であり、そのうち要避難者数は 8 万

110 人であった。最も多くの要避難者が生じる校区

は思斉小学校区であり、6574 人の発生が見込まれ

た。また、指定避難所の収容人数が最も不足してい

たのは循誘小学校区で 5338 人分の不足が生じた。

一方、その他の建物や宿泊施設を利用した場合でも
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最も不足していたのは循誘小学校区であり、指定避

難所以外で利用できる施設はなかった。 

小学校区別に比較すると、校区内に浸水区域を含

み、要避難者が発生する小学校区は 35 校区中 29 校

区であった。その 29 校区のうち、指定避難所のみ

の利用で要避難者を収容できる校区は 9 校区であっ

た。この場合、収容容量が不足している 20 校区で

は 4 万 3907 人が避難困難になると見込まれる。ま

た、その他の建物や宿泊施設も用いた場合、新たに

3 校区で収容可能となることが確認できた。なおこ

の場合に容量が不足している 17 校区では 2 万 6582

人が避難困難となる（図 2,図 3）。 

図 2 小学校区別収容人数と要避難者数の推計 

図 3 小学校区別の収容過不足の判定 

2.3 考察 

 結果より、その他の建物や宿泊施設を利用しても

避難所が不足している校区が多数存在することが明

らかになった。原因として、校区によって施設の有無

に偏りがあることや人口が集中している中心部に 1

階部分が浸水する高さにあたる浸水深 0.5~3.0mの区

域が広がっていることが挙げられる。 

また結果より、指定避難所やその他の建物を利用

しても要避難者全員を収容することは不可能である

ことが明らかになった。その原因として、垂直避難や

その他の建物、宿泊施設の利用以外での避難手段が

考慮されていないことが考えられる。そこで、知人宅

への避難など分散避難を促す対策に取り組む必要が

あると考える。 

3.結論 

 本研究では、垂直避難を考慮した要避難者数の推

計と指定避難所やその他の建物、宿泊施設を利用し

た場合の収容力を明らかにすることを目的として、

佐賀市を対象に分析を行った。その結果、指定避難所

やその他の建物を利用しても要避難者を収容するこ

とは不可能であった。現段階では避難所の浸水を考

慮していないため、今後避難所の浸水を考慮して収

容人数を把握することを本研究の課題とする。 
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